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資本の再構築で立ち上がる、 
中小企業それぞれの成長のかたち

予測不可能で不確実な時代において、人口減少や技術革新、持続可能性への関心の
高まりなどにより、従来の成長の常識は通用しづらくなっています。外部環境の変
動も重なり、事業の未来を見通すことは一層困難です。 

とりわけ中小企業にとっては、その変化が経営の現場に直接的な重圧としてのしか
かっています。多様な経営論が提示される一方で、それらを自社の文脈に引き寄せ
実践する難しさも顕在化しています。 

本リサーチは、こうした状況下でも未来を切り拓く企業の実践に着目し、その思考
と意思決定のあり方を探るものです。 

見えてきたのは、設備投資などの有形資産に加え、技術や信頼といった無形資産を
起点に競争力を構築している点です。これらをもとに資本を組み替え、変化に応じ
て改善を重ねる企業が成長を遂げています。
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本リサーチレポートについて

本プロジェクトは、日本の中小企業全体を一律に定義・類型化することを目的とするものではなく、 
多様な中小企業の存在を前提としながら、一定の傾向や兆しを探索的に整理することを意図している。 
 
本調査は、今後どのような中小企業のあり方や成長の方向性に光を当てていくべきかを検討するための基礎的な検討として位置づけられるもの
である。定量的な網羅性よりも、現場における意思決定や価値観の背景を丁寧に捉えることを重視し、本プロジェクトではデザインリサーチ
（定性調査）を主軸として、以下の調査を実施した。 
・直近5年間で成長基調にあるモデル企業の経営者へのインタビュー（20名） 
・中小企業分野に精通するエキスパートへのインタビュー（10名） 
 
これらの調査を通じて、現在活躍している中小企業が、どのような思想や判断軸のもとで事業を展開し、結果として新たな動きや兆しを生み出
しているのかについてデザインリサーチ（次ページ参照）という手法を用いて整理を行っている。 
 
具体的には、以下の観点を切り口として分析を行った。 
・中小企業における成長の源泉はどこに見いだされるのか 
・大企業やスタートアップとは異なる、成長する中小企業に見られる特徴や共通点 
（経営理念、事業戦略、事業戦術、社内外との関係性構築 等） 
 
なお、可能な範囲で兆しの確からしさを補完するため、関連する公開情報や既存データについても併せて参照・整理している。一方で、本調査
で整理した傾向や兆しが、政策検討においてマクロ的な視点として位置づけ得るか、また他の企業群にも適用可能なものかについては、今後の
定量調査等による検証が必要である。
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背景理解 
事業環境が大きく変化し、社会的、経済的なショック等の振幅も大きくなるなかで、地域経済の担い手である中小企業及び小規模事業者
（以下、中小企業等という。）には、新たな変化への対応やショックへの耐性を高め、新事業展開やイノベーション等による「攻め」の
経営を強化することが求められている。 

課題 
中小企業等は人口減少・持続可能性・技術革新といった時代の潮流に対応できるかどうかの転換点にあり、企業成長の好循環に向
けた挑戦が恒常的に生み出されるようなエコシステムの創出を通じて、地域経済さらに日本経済の継続的な発展をけん引する成長す
る企業の創出、さらには企業の成長に向けた機運醸成が課題となっている。 

目的 
本事業では、日本全国で新潮流の攻めの経営や様々な側面から価値を提供している中小企業等を分類し、その価値を可視化すること
で中小企業等が果たす重要な役割を再定義するとともに、中小企業等の挑戦意欲の向上に資する価値の可視化および発信と社会への
浸透について調査、検討、実証、提案を行う。

本プロジェクトの目的
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このプロジェクトで向き合う問い

どうすれば、 
中小企業の意義や社会的な位置づけを再解釈し、 

それらを捉える社会的な見方や語られ方を更新することで、 
大企業やスタートアップと伍する第三極としての中小企業等に 

使命感を持った優秀な人材を惹きつけ、 
好循環が生まれるきっかけを作ることができるだろうか？
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このプロジェクトが目指すパラダイムシフト

Before（これまでのパラダイム） After（本プロジェクトが目指すパラダイム）

中小企業の役割 大企業の下請け、地域雇用の受け皿（消極的） 地域および日本経済を安定させ、支えとなる存在

評価される価値 経済的効率性、規模の拡大 (Scale) 社会的インパクト、事業の深さ・質 (Impact)

「国富」の定義 GDP、外貨獲得高 地域のレジリエンス、包摂性、文化的固有性

社会・ステークホルダー
のスタンス 支援、保護的な関与 投資、エンパワーメント、誇りの醸成

社会の空気 「大手に行けないから中小へ」 「社会を変えたいから中小へ」
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中小企業を「大企業の補完的存在」から「価値創出の主役」として、規模ではなく質とインパクトで評価し、 
社会と経済を支える存在へと再定義することを目指す。
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デザインリサーチについて

本プロジェクトではデザインリサーチという調査手法を採用。有識者や経営者自身にフォーカスをあてる深掘インタビ
ューを行い、潜在的なインサイトを探求。「これからどうあるべきか」という未来の方向性を描き出すことを目指す。

どれだけ政策の使い手（n=1）に 
共感できているか

ユーザーを解像度高く設定する顕在化している（ユーザー自身が気づき言語
化できている）ニーズやペインに留まらず、
まだ潜在的なインサイトについても共感する
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リサーチプロセス全体像

問いの設定 
・仕様書 
・先行調査・白書での論点把握 
・海外事例調査

兆しの探索 
・有識者インタビュー 
・フィールドリサーチ

モデル企業（20社）選定 
有識者からの紹介企業 
and 成長している企業に 
インタビューを実施

リサーチインサイト抽出 
インタビュー結果に対して、 
中小企業ならではの価値創出の 
あり方・特徴を抽出

現状政策の再整理/白書から参照

アプローチアイデア 
・対 経営者 
・対 大衆（PRプラン） 
・対 ステークホルダー 
 
今年度実施事項 
・イベント 
・事例集

デプスインタビュー 
経営者インタビュー 20社

付加価値創出のためのパターン 
モデル企業20社から 
成長/付加価値創出の 
要因・パターンを抽出

ツール化付加価値 リサーチレポートKickoff MTG

デザインリサーチという定性調査手法を採用。有識者およびユーザーインタビューを実施する中で 
「これからどうあるべきか」という未来の方向性の言語化を発散と収束を繰り返しながら探究する。
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プロジェクトスケジュール

イベント

プロジェクト設計 
問いの設定 
デスクトップリサーチ エキスパートインタビュー

中小企業経営者インタビュー

インサイトまとめ

フレームワーク開発

イベント設計

アプローチアイデア発散

レポートまとめ
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No. 所属 役職 氏名
1 株式会社ウエダ本社 代表取締役社長 岡村 充泰
2 株式会社XLOCAL 代表取締役 坂本 大典
3 城南信用金庫 相談役 川本 恭治

4 株式会社Zebras and Company 共同創業者 
／代表取締役 阿座上 陽平

5 同志社大学 商学部 教授 関 智宏
6  一般社団法人100年経営研究機構 事務局次長 加藤 倫之
7 一般社団法人ベンチャー型事業承継 代表理事 山野 千枝
8 株式会社山と本と 代表取締役 山本 雄生
9 リクルートワークス研究所 主任研究員 古屋 星斗
10 流通科学大学 商学部 教授 長坂 泰之

No. 所属 役職 氏名
1 赤坂水産有限会社 取締役 赤坂 竜太郎
2 浅野撚糸株式会社 代表取締役社長 浅野 雅己 
3 荒井建設株式会社 取締役社長 荒井 克典
4 荒川技研工業株式会社 代表取締役 荒川 創
5 株式会社石見銀山群言堂グループ 代表取締役社長 松場 忠
6 株式会社ウエダ本社 代表取締役社長 岡村 充泰
7 株式会社カネバン 代表取締役社長 金子 弘行
8 加和太建設株式会社 代表取締役 河田 亮一 
9 株式会社クラモト氷業 代表取締役社長 蔵本 和彦
10 コスメディ製薬株式会社 代表取締役社長 権 英淑
11 小平株式会社 代表取締役社長 小平 勘太
12 株式会社相模屋食料 代表取締役社長 鳥越 淳司
13 株式会社諏訪田製作所 代表取締役 小林 知行
14 株式会社ナカダイホールディングス 代表取締役 中台 澄之
15 株式会社能作 代表取締役 能作 千春
16 丸山木材ホールディングス株式会社 代表取締役 丸山 大知
17 三星毛糸株式会社 代表取締役社長 岩田 真吾
18 有限会社裕進運輸 代表取締役社長 渡部 裕之
19 株式会社リングスター 取締役 唐金祐太
20 若潮酒造株式会社 取締役 上村 曜介

●中小企業経営者 ●外部有識者

本リサーチの概要

「次代の日本経済を支える中小企業ならではの価値の生み出し方とは何か？」この問いを出発点に、地域において成長
する中小企業経営者20名、外部有識者10名にインタビュー調査を実施。
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中小企業にまつわる構造的課題
大企業を頂点とする産業ピラミッドは限界を迎え、人手不足による生産性低迷も深刻化。中小企業がこの構造的課題に
対応するためには、企業価値の定義を捉え直し、自律的かつ持続可能な付加価値づくりに取り組む必要がある。

日本型産業ピラミッドの構造転換 人手不足による生産性低迷 企業価値の再定義
バブル期に匹敵する深刻な人手不足に直面
しており、生産性低迷の要因に

出典：中小企業庁・（独）中小企業基盤整備機構
「中小企業景況調査」

グローバルな視点では、企業の成功の定義
そのものが変容しつつある

今後求められる「成功」のあり方

• 自社製品・サービスの付加価値向上 
• 長期的視点での持続可能な成長  
• 社会課題の解決と経済的利益の両立

従来の成功モデル

• 指数関数的な急成長 
• 競争の勝利による独占・寡占 
• 上場・売却を念頭においた利益追求

大企業を頂点とする垂直統合は脆弱とな
り、中小企業では様々な課題が顕在化

かつての中小企業が果たした役割
大企業を頂点とする産業ピラ
ミッドの裾野で、高品質な部
品を安定的に供給する役割を
担っていた

グローバルサプライチェーン再編 
国内市場の縮小

• 大企業に依存する「受け身」のビジネス 
• 利益率の固定化による経営圧迫 
• デジタル経済への乗り遅れ

顕在化した課題
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（参考情報）諸外国における中小企業の位置付けと政策モデル |  サマリ

日本の中小企業が直面する課題を相対化し、解決の糸口を探るため、ドイツ、フランス、米国の3カ国における中小企
業の位置付け/特徴/支援政策を調査。各国の異なるアプローチで中小企業ならでは「独自の価値」を引き出している。

日本（従来型） ドイツ フランス 米国

中小企業の 
主な目標 

 
大企業を中心とする 
垂直統合内での生存 

 
特定のニッチ市場における 
圧倒的な地位の確立 

 
ブランド力向上による 
高付加価値化 

 
生計維持（スモールビジネス） 
急成長とエグジット（スタートアップ） 

中小企業の 
特徴

「部品供給者」 
大企業からの要求に応える 
ため、効率性と低コストを 
追求 

「ミッテルシュタント」 
所有と経営の一致、長期的 
視点に立った経営による豊富 
なR&D投資

「無形文化財企業（EPV）」 
優れた職人技や産業技術で 
「文化遺産」としての地位を 
獲得

• 「スモールビジネス」： 
安定的・直線的な成長を目指す 
• 「スタートアップ」： 
初期は赤字を許容して爆発的成長
を目指す

公的な 
支援政策

• セーフティネット融資： 
一時的に業況が悪化した 
中小企業を支援 
• 補助金：国や自治体の政策 
目標に合わせて、さまざま 
な分野で募集

• ZIM：協力プロジェクトを 
推奨し、外部の知見を取り 
入れたイノベーションを促進 
• KfW：公的金融機関が民間銀
行と協調して長期・低利 
の融資を提供

• 工芸税額控除：EPV認定 
企業の法人税を一部控除 

• 輸出支援：見本市への出展 
支援や海外バイヤーとの 
マッチング

• SBAローン（スモールビジネス）： 
国が民間銀行の融資を保証し、 
中小企業への融資を促進 
• SBIR（スタートアップ）： 
売上のない段階の高度な技術開発
に対して補助金を提供
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（参考情報）諸外国における中小企業の位置付けと政策モデル |  ドイツ
ドイツにおける中小企業（Mittelstand：ミッテルシュタント）は、主に財政面での公的な支援プログラムを活用し、特
定のニッチ市場における独自の製品と技術を持つ、「隠れたチャンピオン」としての地位を確立している。

ドイツ全企業における 
中小企業の割合

99.6%

全収益に対して 
中小企業が占める割合

約35%

ミッテルシュタントの精神
• 所有と経営の一致 
• 世代を超えた長期的視点 
• 地域社会への貢献 
• 従業員との深い絆 
• 顧客との親密さ

公的な支援プログラム

• ZIM（中小企業のための中央イノベーションプログラム）

• KfW（ドイツ復興金融公庫）

連邦経済気候保護省の所管。特に企業同士や研究機関との協力プロジ
ェクトを推奨し、外部の知見を取り組んだイノベーションを促す

公的金融機関であるKfWが、民間銀行と協調して、中小企業の設備投
資やイノベーションに対して長期・低利の融資を提供

「隠れたチャンピオン」としての地位の確立
日本との比較

グローバル・ニッチ戦略
大企業よりも顧客に近い位置
にあり、顧客のニーズを直接
R&Dに反映

ピラミッド型の「下請け」

狭い市場で圧倒的な技術
を持ち、世界市場を開拓

顧客密着型ビジネス イノベーション戦略

R&Dへの時間と資金の豊富
な投資から高い利益率を維持

• 大企業からの要求に応えるため、
効率性と低コストを追求 

• 大企業の意向に左右されるため、
独自のR&Dへの余力が乏しい
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（参考情報）諸外国における中小企業の位置付けと政策モデル |  フランス
フランスでは、「無形文化財企業（EPV）」ラベルで、優れた職人技や産業技術を持つフランス企業を国が認定する。
認定企業には具体的な経済的インセンティブを提供し、国内外でのブランド力向上による高付加価値化を促す。

公的な支援プログラム

• 工芸税額控除（CIMA）

• 輸出支援

EPV認定企業は、新製品のデザインやプロトタイプ製作にかかる費用
の一部を法人税から控除できる

公的機関が、見本市への出展支援や海外バイヤーとのマッチングを積
極的に行い、フランスの生活美学として世界に売り込む

EPVの認定基準
• 伝統的な技術と現代的な技術を組み
合わせた製品やサービスの提供 

• 特定の地域に根ざした技術や文化の
継承 

• 一般的な教育では習得できない、企
業独自の技術や知識の保有

出典：Réseau Excellence

フランスの卓越性の象徴として高付加価値化へ
日本との比較

「文化遺産」としての地位
ブランド力向上により、高
価格帯での販売や海外展開
が容易に

部品供給者としての位置付け

職人技が、ラグジュアリ
ーブランドと同列の「文
化遺産」へ

ブランド力強化と世界進出 デザイン・感性への投資
デザインや試作といった、感
性に関わる活動もイノベーシ
ョンとして認める

• ブランドの確立よりも、効率化と
コスト削減で取引の安定性を重視 

• イノベーションは機能向上や工程
改善など、技術面に集中
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（参考情報）諸外国における中小企業の位置付けと政策モデル |  米国
米国の中小企業政策では、「スモールビジネス（Small Business）」と「スタートアップ（Startup）」がビジネス形
態によって明確に区別され、それぞれに異なる支援制度が設けられている。

スモールビジネス  
(Small Business)

スタートアップ  
(Startup)

目的 生計の維持・地域貢献 急成長とエグジット

資金調達 安定的・直線的な成長を目指
し、銀行融資や自己資金が中心

初期は赤字を許容し、ベンチャー
キャピタルからのエクイティファイ
ナンスに依存

支援制度
SBA（中小企業庁）ローン： 
国が民間銀行の融資を保証し、 
リスクを肩代わりすることで 
中小企業への融資を促進する

SBIR（中小企業技術革新研究）： 
売上のない段階の高度な技術開発
に対して、返済不要な補助金を 
提供

スモールビジネスとスタートアップの比較
日本との比較

1 エグジットの不在
米国のようなM&Aの文化はいまだ薄く、後継者
不在による黒字廃業が深刻化している

2 失敗時の不名誉

米国では有限責任の原則が強い一方、日本では 
一度失敗した経営者が再起するための資金調達や
信頼回復は極めて困難

3 意思決定のスピード

日本の中小企業には稟議制度などの複雑な意思決
定プロセスが残存しており、意思決定の遅さゆえ
にチャンスを逃しやすい

19
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中小企業経営者の経営のアップデートが求められている

本調査では、培ってきた無形資産（技術・知見・信頼）から考えることを起点に、市場ニーズの変化に合わせて組み替
え、仮説検証と改善を高速で繰り返す企業が成長基調にある傾向が確認された。

価格競争の泥沼化 
競合の顔色を伺い、1円単位の相場合わせで利益を削る

「設備・技術」への過信 
「良いものを作れば売れる」と信じニーズ不在の投資を繰り返す。

「選ばれる理由」が価格だけで、 
消耗戦から抜け出せない

中小企業に多く見られるジレンマ 成長基調にある企業に共通して見られたプロセス

中小企業の真の競争力は、「設備（ハード）」ではなく、 社内に蓄積されてきた「無形資産」の活用法にある。

※エキスパート・経営者インタビューを通じて抽出 ※本整理は定性調査に基づくものであり、一般化可能性については今後の定量的検証を要する

本リサーチから得られた示唆

既存資産の「死蔵」 
長年築いた「顧客との信頼」や「独自のノウハウ」を 

数値化・言語化できていない。

ユーザーの課題を特定 
「特定の悩みを持つ人」に選ばれる理由を定義

無形資産の「使い道」を変える 
技術や信頼を別の市場や用途に当てはめ新しい価値として再定義

既存資産を活かしつつ、 
高利益・高付加価値な事業へ進化する

売り方や伝え方をアップデート 
安売りをやめ、価値に見合った価格設定と、 

顧客に届くルートへ刷新
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これからの中小企業ならではの価値

地域や事業活動、歴史に蓄積された固有の資本を、 
時代の変化に合わせて磨き直し、 
顧客から選ばれ続ける『高付加価値』な状態を維持して 
事業成長に繋げていくこと

有識者へのインタビューを通じて、一部のモデル企業において顕在化しつつある兆しを捉え、大企業やスタートアップ
とは異なる「中小企業ならではの価値」を体現する経営手法を「らせん経営」と定義する。

1

2

3

独自性の源泉

変化への適用

目指すべき状態

大企業・スタートアップと異なる 
中小企業ならではを構成する要素

らせん経営
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独自性の源泉
財務諸表上の金銭的資産だけでなく、長年の事業の中で蓄積されてきた技術や信用、関係性といった「無形資産」が、
大企業やスタートアップとは異なる独自の事業を生み出す源泉となる可能性がある。

1

大企業・スタートアップと異なる中小企業ならではを構成する要素

エキスパートの発言 (Quotes)

関 智宏 氏 
同志社大学 商学部 教授）

岡村 充泰氏 
ウエダ本社代表取締役

川本 恭治氏 
城南信用金庫 相談役

今評価される中小企業も、破産寸前や停滞
を経験している。それでも残る企業は、短
期成果を追わず10年単位で技術を磨き、
模倣困難な強みを築いてきた。その結果、
価格決定力を獲得している。こうした価値
は数字だけでは見えず、現地での対話を通
じた関係構築が見極めに不可欠である。

短期的な利益を優先すると、自然環境や取
引関係、信頼といった無形資産が見えない
形で損なわれ、長期的には企業価値を消耗
しかねない。本物を追求する姿勢は、即効
性は少ないが、時間をかけて信頼と評価を
蓄積し、結果として持続的な成長と生存に
つながる。

中小企業の経営の本質は、技術や信頼関係
といった蓄積を単なるリソースではなく
「資本」として捉え直すことにある。京都
の西陣織の会社は着物の市場縮小の中で銀
メッキ技術に着目し、その価値を再定義す
ることで、新たな需要の創出につなげてい
る。
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2022年版中小企業白書では、企業成長を促す方法として無形資産投資の増加も成長を促す方法の一つであると
言及されている。

35

企業の成長を促す経営力と組織（無形資産投資に着目した背景）

⚫ 企業の成長（付加価値向上）を促す方法として、労働力の確保や有形資産投資の増加も
挙げられるが、人的資本・研究開発・IT資本等への投資をはじめとする無形資産投資の増加も
成長を促す方法の一つ。

⚫ 無形資産投資は、イノベーションをよりもたらす等の経済的特性から近年注目を集めている。
無形資産投資の増加が有形資産投資と比べて生産性をより向上させるとの分析があることも
踏まえ、今回着目。

資料：OECD報告書 「New Sources of Growth: Knowledge-Based Capital」
（注）グラフは、複数のOECD諸国について、労働生産性の上昇率に対する無形資産投資と有形資産投資の寄与度を算出した上で、それぞれの寄与度と全要素生産性の上昇率

の相関を取ったもの。

図1 有形・無形資産投資と全要素生産性の関係性
（％）

（％pt）

無形資産投資

全
要
素
生
産
性
上
昇
率

労働生産性の伸びに対する
無形資産投資の寄与度

（％） 有形資産投資

（％pt）

全
要
素
生
産
性
上
昇
率

労働生産性の伸びに対する
無形資産投資の寄与度全要素生産性と無形資産投資の間で

正の相関があり、統計的にも有意

有形資産投資と比べて傾きが大きいため、無形資産
投資の方が有形資産投資と比べて、増加に応じた
全要素生産性の上昇幅が大きいことが見てとれる

有形資産投資と全要素生産性の
相関関係は、統計的に有意でない

2022年版中小企業白書・小規模企業白書 
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独自性の源泉 |  「無形資産投資」が企業成長を向上させる1

大企業・スタートアップと異なる中小企業ならではを構成する要素
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地域の価値を高めるための空き地確保など
は、短期的には非合理で、社内の疑問を生む
こともあるかもしれません。 
しかし、人口減少を見据え、地域との信頼と
いう「無形資産」を重視する経営判断があり
ます。こうした資産の捉え方と時間軸の長さ
こそが、変化に適応する意思決定の鍵となり
ます。

長坂 泰之氏 
流通科学大学 商学部 教授

古屋 星斗氏 
リクルートワークス研究所

山本 雄生氏 
山と本と 代表取締役

震災後の地方都市で、高級ブティックは客単
価2,000～3,000円のカフェへ転身。立地は不
利でも、1時間以上かけて来店する顧客が存
在する。婦人服の販売から女性の心身の健康
を支える場へと価値を再定義し、商圏を超え
て支持を獲得。時代の要請に応じて提供価値
の意味を組み替えた結果、震災後の地方都市
という条件下でも、一定の価格帯で事業が成
立している点がポイントである。

中小企業の採用は年数人規模であり、広く集
めるより精度高くマッチする人との出会いが
重要となる。山梨のIT企業では関心や経験を
具体化し、適合人材の採用に成功。賃金面で
の条件で劣っても、仕事の進め方や人、事業
の魅力といった非経済的価値に共鳴する人に
絞って深く伝える採用が鍵となる。

有識者からのコメントを通じて、人口減少下の日本における中小企業の持続的な存続には、現状維持にとどまらない適応
的な対応が求められることが示唆された。また、既存資産の活用方法を時代に応じて変化させる実践が見られた。

変化への適用2

大企業・スタートアップと異なる中小企業ならではを構成する要素

エキスパートの発言 (Quotes)
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15.1%

11.8%

8.2%

5.7%

0% 5% 10% 15% 20%

５年超（n=1,211）

3年超～5年以内（n=2,762）

1年超～3年以内（n=3,235）

1年以内（n=1,459）

22.3%

23.0%

20.9%

12.7%

14.3%

15.3%

14.1%

15.7%

10.2%

11.0%

5.3%

8.2%

8.7%

11.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中規模企業

（n=13,053）

小規模事業者

（n=9,645）

人材確保 省力化・生産性向上 受注・販売の拡大

事業承継（後継者不在を含む） 価格転嫁 資金繰り改善

その他 特にない

7.7%

5.7%

0% 1% 2% 3% 4% 5% 6% 7% 8% 9%

策定している

（n=9,804）

策定していない

（n=7,769）

① こうした状況を踏まえれば、従来のやり方では現状維持も困難であり、経営者はこれまで以上に「経営力」が問われる。
自社内外の状況を正確に見極め、適切な行動を起こしていくことが重要。中小企業が足下で最も重要と考える経営課題は
「人材確保」だが、特に中規模企業では「省力化・生産性向上」、小規模事業者では「受注・販売の拡大」、「事業承継」
が比較的高い傾向にあり、これらの課題にしっかりと取り組んでいくことが重要。

② 外部環境が激変する中、足下の課題への対応に加え、長期的な視野で投資や人材確保に向けた戦略を検討し、不断に見直し
ていくことは重要。実際、長期を見据えた経営計画を策定・実行している企業ほど、付加価値額が大きく増加している傾向。

18

【重要な取組１－①】変化の中で成長・発展を実現するには、これまで以上に経営者の「経営力」が問われる。

図１ 中小企業の経営課題（企業規模別） 図２ 経営計画の策定と業績との関連性

（２）付加価値額の増加率（中央値、経営計画で見据えている年数別）

（１）売上高の増加率（中央値、経営計画の策定有無別）

経営力の重要性

資料：（株）帝国データバンク「令和６年度中小企業の経営課題と事業活動に関する調査」（2024年11～12月）
（注）1.ここでの「経営計画」とは、当面の収支計画、また、それらを達成するためのアクションプランや資金繰
り計画などについて策定したものを指す。2.（１）売上高の増加率は2023年と2018年を比較したもの。
3.（２）経営計画を「策定している」と回答した事業者に対し、策定している経営計画は「最長で何年先を
見据えたものか」を聞いたもの。4.（２）付加価値額の増加率は、2023年と2018年を比較したもの。

資料：（株）帝国データバンク「令和６年度中小企業の経営課題と事業活動に関する調査」（2024年11～12月）
（注）「直面している経営課題のうち、まだ取り組んでいないが、これから着手する必要があるもの」で最も重要
なものについて聞いたもの。

経営計画：

2025年版中小企業白書・小規模企業白書
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2025年中小企業白書では、外部環境が激変する中でも、足下の課題への対応に加え、長期的な視野で投資や戦略を見直
し、実行している企業ほど、付加価値額が大きく増加している傾向が言及されている。

変化への適用2

大企業・スタートアップと異なる中小企業ならではを構成する要素
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関 智宏 氏 
同志社大学 商学部 教授

大事なのは価格の高低ではなく、価値に対
して「それでも払いたい」と思う人がいる
かどうかである。中小企業は価格が高くて
も「この会社だから買う」と支持され、支
払意思に基づく価格が成立する。価格競争
に陥らず、本来の価値を理解した顧客に支
えられる関係性が重要である。

長坂 泰之氏 
流通科学大学 商学部 教授

秋保温泉の山あいにある不利な立地のスーパー
でも、「そこでしか買えないおはぎ」を磨き込
み、平日5,000個、繁忙期2万5,000個を販売。立
地ではなく買う理由が人を動かす好例であり、
独自性があれば規模拡大に頼らず高付加価値化
と成長が実現できることを示している。

有識者からは、顧客にとって代替されにくい存在となることの重要性が言及された。実際に市場を意識した価格設定や、
顧客に選ばれる状態を構築する取り組みが見られ、結果として事業成長につながっている様子がうかがえる。

目指すべき状態3

大企業・スタートアップと異なる中小企業ならではを構成する要素

エキスパートの発言 (Quotes)
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2025年版中小企業白書・小規模企業白書

12.9%

13.8%

13.0%

9.9%

11.6%

10.0%

7.5%

6.7%

12.9%

8.9%

10.8%

8.5%

45.8%

43.4%

44.7%

48.2%

16.8%

24.0%

23.9%

26.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

差別化を意識している

×

市場環境を意識している

（n=17,452）

差別化を意識していない

×

市場環境を意識している

（n=530）

差別化を意識している

×

市場環境を意識していない

（n=2,342）

差別化を意識していない

×

市場環境を意識していない

（n=964）

75％以上 50％以上～75％未満 25％以上～50％未満

0％超～25％未満 価格転嫁できなかった

① 自社の製品・商品・サービスの差別化や、市場環境を意識した経営を実施している事業者ほど価格転嫁が進んでおり、こう
した経営が自社の競争力の強化につながり、価格転嫁の実現度合いに影響している可能性がある。

② 差別化や市場環境を意識した価格設定や、生産プロセスの改善による費用低減に取り組む企業（マークアップ率が高い企
業）ほど、経常利益率・設備投資額・賃金水準が高い傾向にあり、適切な価格設定による好循環を実現できているといえる。

【重要な取組１ー②】適切な価格設定は収益向上・設備投資・賃上げの好循環につながる。

図１ 販売価格の転嫁状況
（差別化・市場環境への意識状況別）

図２ マークアップ率と経常利益率、設備投資額、
賃金水準の関係性（中小企業、業種別）
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経営力の重要性

資料：（株）帝国データバンク「令和６年度中小企業の経営課題と事業活動に関する調査」（2024年11～12月）
（注）ここでの販売価格の転嫁とは、過去１年間における製品・商品・サービスの生産や製造、あるいは提供等に
かかる費用全体の変動分について、どの程度販売価格に転嫁できたか聞いたもの。販売価格の転嫁について「転嫁
不要」、「分からない」と回答した事業者を除く。

経常利益率（左軸） 設備投資額（売上高比・左軸） 賃金／限界生産性（倍、右軸）
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資料：経済産業省「企業活動基本調査」再編加工、中小企業庁「中小企業実態基本調査」再編加工、
財務省「法人企業統計調査年報」再編加工、内閣府「国民経済計算」

（注）1. 経済産業省ほかの個票データを用いて、一定の仮定を置いて生産関数を推計し、マークアップ率を算出。
業種（中分類）ごとに上位20％の企業をグループⅤとして、グループⅠ～Ⅴの五分位階級を作成。
2.マークアップ率＝販売価格÷名目限界費用。製品１単位の追加生産時の投入コストに対する販売価格の比を表す。
3.経常利益率・設備投資額（売上高比）・賃金／限界生産性は、いずれも分位階級ごとの売上高加重平均値。
4.ここでの賃金水準は、労働力の１単位追加により増加する生産物収入（限界生産性）に対する、労働力１単位に
支払う賃金の比率を指す。この水準が高いほど、企業の収益を従業員へ還元する度合いが高いことを表す。
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2025年中小企業白書では、市場環境を意識した価格設定を行なっている企業ほど、経常利益・設備投資・賃金水準が高
く好循環につながる傾向が高いことが言及されている。

目指すべき状態 |  適切な価格設定が高付加価値な経営への好循環につながる3

大企業・スタートアップと異なる中小企業ならではを構成する要素
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出所：リクルート『中小・中堅企業の事業課題・人材 課題に関する調査』

図表：求人募集をした際の状況 図表：企業と応募者で折り合わなかった内容
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中小企業の採用活動における最大の課題は、新卒・中途採用ともに応募が少ないことである。採用活動における母集団形
成の難しさや、求める人材像、待遇のミスマッチが浮き彫りになっている。その上で、賃金水準や労働環境の面で企業と
応募者の間で折り合っていない状況であり、採用の成否にも影響していることが推察される。

中小企業の人材不足 |  賃金水準や労働時間など労働条件が折り合わないことから採用が困難に
（参考情報）リクルートワークス研究所 中小・中堅企業における人材課題に関する調査結果
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出所：リクルート『中小・中堅企業の事業課題・人材課題に関する調査』（2024年）

図表：中小企業の人手不足への対応（リクルート調査）図表：人手不足対策のための施策
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中小企業は人手不足に対応するために、「採用」「定着」「生産性向上」の視点から多面的な取り組み施策が存在してい
る。一方で、各社の取り組み状況にはばらつきがある状況。

中小企業の人手不足への対応策
（参考情報）リクルートワークス研究所 中小・中堅企業における人材課題に関する調査結果
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前職大企業からの正社員間転職者

※四捨五入により、合計が100％にならない場合がある 
出所：リクルートワークス研究所「大企業から中小企業への転職の実態を探る」 

リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査2025」（以下JPSED2025）を基に分析

前職大企業からの正社員間転職者　（年代別）
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中小企業は人手不足に対応するために、「採用」「定着」「生産性向上」の視点から多面的な取り組み施策が存在してい
る。一方で、各社の取り組み状況にはばらつきがある状況。

中小企業の人材不足 |  前職大企業の転職者の4人に1人が中小・中堅企業へ
（参考情報）リクルートワークス研究所 中小・中堅企業における人材課題に関する調査結果

https://www.works-i.com/research/project/small-and-medium-enterprise/jobchange/index.html


中小企業経営の新潮流・中小企業の価値の可視化に関する調査報告書 出所：リクルートワークス研究所『中小企業を選んだ理由 ―中小企業へ転職した15名のインタビューから見えてきたもの』

1. 広い裁量や経営層との近さ 
• 中小企業では一人ひとりの裁量が大きく、自分の役割や影響力を感じやすい。 
• 経営層（社長・役員）との距離が近く、自分の経験や意見を活かせる環境が魅力になっている。  

2. 柔軟な働き方 
• ライフステージや家族の状況に応じて、柔軟な働き方が可能なケースが多い。 
• 仕事と生活のバランスを自分で調整できると感じて転職を決断した例もある。  

3. 人間関係・職場の雰囲気 
• 大企業では形式的になりがちな人間関係が、中小企業では密なコミュニケーションによってより良い職場環境を形成する場合がある。 
• 密な対話やチーム感が、安心感や心理的な居場所を生んでいる。  

4. 待遇改善の可能性 
• 必ずしも大企業より条件が悪いわけではなく、年収が向上し、労働時間が改善した事例も見られる。

リクルートワークス研究所による大企業から中小企業に転職した15名へのインタビューによると、主体性・裁量の大き
さや柔軟な働き方、組織の人間関係などの非経済的価値が中小企業選択の重要な決め手になっている。

大企業から中小企業に転職する理由
（参考情報）リクルートワークス研究所 中小・中堅企業における人材課題に関する調査結果
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04. 次世代の中小企業経営 
「らせん経営」を 
実践するための戦術
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次世代の中小企業経営を実践するための戦術 |  4つの再構築アプローチ

本調査でヒアリングした中小企業の多くにおいて、無形資産を起点に資本の質を再定義し、「意味」「用途」「組織」「関
係」を再構築・循環させることで、独自性や成長の源泉を生み出している様子が確認された。

34

意味の再構築 
BRANDING

用途の再構築 
INNOVATION

組織の再構築 
ORGANIZATION

関係の再構築 
PARTNERSHIP
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4つの再構築アプローチの実践と連関による事業成長ストーリー

各企業が蓄積してきた資本やビジネスモデルによって源泉/起点となる資本は異なるが、これらは独立したフェーズでは
なく、相互に連関し、循環しながら組織をより筋肉質にさせていくことにつながる。

意味の再構築 
BRANDING

組織の再構築 
ORGANIZATION

関係の再構築 
PARTNERSHIP

用途の再構築 
INNOVATION
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4つの再構築アプローチ

4つの再構築 源泉となる資本 経営層への問い 具体的な再構築アクション 事例

関係の再構築 
PARTNERSHIP

顧客との関係、業界との関
係、地域との関係 受動から主体へ D2C（直販）化、下請け脱却、異業

種・地域共創ネットワークの再構築
三星毛糸 
ひつじサミット尾州やTAKIBI＆Co.のコミュニ
ティ活動で、地域の看板を強固に

用途の再構築 
INNOVATION

技術資本、既存設備、特
許・知財 使い道を発見する

技術の抽象化による他分野転用、既
存資産を活かした新市場（マーケッ
ト）へのスライド

コスメディ製薬 
注射の代替技術を、美容分野へ転用

意味の再構築 
BRANDING

歴史、属人的職人技、地域
の中での役割

機能から物語へ 

パーパスの再定義、ブランドストー
リーの再構築、機能から意味への価
値転換

能作 
自社の存在意義を「仏具製造会社」から「職人
技術と地域の魅力を世界に伝える会社」 に存
在意義を再解釈

組織の再構築 
ORGANIZATION

社員との関係、組織戦略、
人的資本、業務プロセス 仲間を再定義する DXによる標準化、リスキリング、外

部専門家の登用
小平 
組織/人事評価の見直し、社員のエンゲージメ
ントやオーナーシップを取り戻す

中小企業における価値創造は、単一の強みに依拠するのではなく関係・用途・意味・組織といった複数領域を横断的に
再構築する構造的実践が見られた。こうした構造が、事業成長を支える要因となっている可能性が示唆される。
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次世代の中小企業経営を 
実践するための戦術コンパス

社会や地域にお
ける役割を意識す

る

先端事例に触
れ、自社の強みを
客観的に捉える

伝統に現代的な解
釈を与える

伸ばすだけでな
く、続ける方法を

考える

地域の中
での 
役割

歴史

属人的 
職人技 意味の 

再構築

決裁権限者が 
現場に立つ 
トップ外交

一点集中と差別
化で「なくてはな
らない」存在に

地域への貢献を
通じて「老舗の看
板」を強固に

対組織ではなく対
人間の関係構築

優秀なプロ人材を
組織に取り込む

即戦力を重視せ
ずにじっくりと育

成

社員と対話を重
ね、組織としての
思想を形成

完全シフトでは
なくプラスαの変
化で差をつける

身近な視点から
ユーザーや市場の
ニーズを拾う

事業が好調なタ
イミングで未来予
測＆先行投資

大手が参入しな
いニッチ市場を見

つける

既存設備

特許・知財

技術資本

業務プロセス

社員との 
関係

顧客との 
関係

業界との関係

用途の 
再構築

関係の 
再構築

従業員も不自由
なく幸せに生きる
環境を作る

地域との関係

組織戦略

組織の 
再構築
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本コンパスは、本調査でインタビュー対象となった企
業が実践している特徴的な戦術・施策を、中小企業の成
長を支える4つの再構築領域──「関係」「用途」「意
味」「組織」に俯瞰的に整理したものである。各領域
は独立したものではなく、相互に影響し合いながら実
践することで企業の独自性と競争力を形成する。 

外側に配置された要素は、各領域において実践されて
いる具体的な取り組みや思考の広がりを示している。こ
れにより抽象的な概念にとどまらず、現場でどのように
再構築が行われているのかを立体的に捉えることがで
きる。 

本コンパスは、自社の無形資産を起点に、どの領域か
ら再構築に着手するか、またそれらをどのように連動
させていくかを考えるための思考の指針・きっかけとし
てのヒントを提供することを目的としている。 
各詳細は次ページ以降を参照。
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関係の再構築 
PARTNERSHIP

再構築の源泉となる資本 
顧客との関係 / 業界との関係 / 地域との関係

関係の再構築

受動から主体へ 
「売る側」と「買う側」という二項対立を解消し、「共
通の未来を創る仲間」としての関係性を築く。単発の
売買契約（トランザクション）を目的とするのではな
く、継続的な対話やプロセスへの関与を通じて、エン
ゲージメントを深める。顧客を「消費の出口」ではな
く「価値の源泉」と見なし、ファンベースの形成や
D2Cモデルのような、感情的な絆に基づく経済圏を構
築する。
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顔の見える関係性を基盤に、顧客や地域、業界関係者を価値の源泉として捉え直す動きが見られた。距離の近い中小企業においては、利他的な 
取り組みが比較的短い時間で反響として返ってくる可能性があり、こうした共創や信頼の蓄積が競争優位につながる可能性が示唆される。

適用しやすい業界・領域 
地域インフラ企業（土木建築、運輸）、地場伝統産業な
ど、商圏が地域外に拡張しづらい業種・企業体。

地域への貢献を通じて「老舗の看板」を強固に
地域との関係構築の循環を築く：「小平さんのお孫さん」というだけで地域での信用が得られる「老舗の看板」を最
大限に利用。新規事業や地域活動をスムーズに進めるための最強の武器として認識（小平）

一点集中と差別化で「なくてはならない」存在に
グローバルニッチトップとしてパートナー化：国内市場の縮小を見据え、早期から海外展開（中国、北米など）を推
進。ニッチだが世界で通用する技術を持つことで、商社や現地パートナーと対等な関係を築き、リスクを分散（クラ
モト氷業）
難しい市場で局所戦を戦う：大手が二の足を踏む「手間のかかる社会課題」にあえて挑戦することで、競合のいない
ニッチなポジションを確立。本業の安定収益を基盤にリスクを取り、トップダウンで即断即決することで、小さな市
場でも確実な存在感を発揮する「ランチェスター戦略」を実践（リングスター）

対組織ではなく対人間の関係構築
経営者個人としての覚悟を信頼の土台に：東京での不動産投資の際、銀行に対して「もし失敗したら一生土木一本で
返済のために働く」と宣言。この覚悟が、金融機関や周囲の信頼を勝ちとった（加和太建設）

市場が開けるまでで会い続ける行動量：資金もコネもない中、車に商品を積んで全国を回る「行商」スタイルで、顧
客の声を直接聞き、市場の芽（1個の購入）を見つけ出す執念が、ブルーオーシャン発見に繋げた（諏訪田製作所）

決裁権限者が現場に立つトップ外交
トップが商談に立ち即断即決：パク・ソジュンとの契約や、異業種（JR東海、ピザ商社など）との連携をトップ自ら
が動き即決。担当者任せにせず、決裁権者が現場で動くことで、常識外れのコラボレーションを実現（丸山木材）
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用途の再構築 
INNOVATION

使い道を発見する 
製品の基本性能や技術的スペックをそのままに、「誰
が、いつ、どこで使うか」という場面や目的を定義し
直すことで、新たな市場を創出する。自社では当たり
前だと思っていた特徴が、別の業界やライフスタイル
においては「解決策（ソリューション）」に化ける現
象を狙う。ターゲットの不満や隙間時間を再観察し、
プロダクトを新しい生活習慣の中に配置し直すのが特
徴。

適用しやすい業界・領域 
素材メーカー、専門機材、ニッチな日用品など、「高
い技術力があるが、既存市場が飽和している」領域

再構築の源泉となる資本 
技術資本 / 既存設備 / 特許・知財

大手が参入しないニッチ市場を見つける
続けることで市場を独占する：世界中の産地が効率化・自動化へ舵を切る中、あえて「変わらないこと（手仕事）」
を選択。結果として、世界でも稀有な「手仕事の量産メーカー」として唯一無二のポジションを獲得（諏訪田製作
所）

地域ならではのインパクトを意識：東京であれば埋没するような投資や取り組みでも、地方では誰もやっていないた
め、圧倒的なインパクトと注目を集めることができる「地方で1.5倍の努力をすれば、3～4倍の効果で返ってくる」
という勝算に基づいた戦い方。（加和太建設）

事業が好調なタイミングで未来予測＆先行投資
社会変化の兆しをいち早く掴み投資：人口減少や住宅着工数減という「見えにくい危機（現代の黒船）」をいち早く
察知し、好調なうちに事業転換。ウイスキー事業のように回収に時間がかかる（熟成が必要な）ロマンある事業に、
本業の体力を注ぎ込む「時間差攻撃」を仕掛ける（丸山木材）

身近な視点からユーザーや市場のニーズを拾う
ユーザーのリアルな声と真摯に向き合う：海外展開の際は現地のバーテンダーと夜な夜な飲み交わし、信頼関係を築
く「ウェットな営業」は、効率重視の大手には真似できない、中小企業ならではの武器に（クラモト氷業）

完全シフトではなくプラスαの変化で差をつける
少しの変化で差をつける：ゼロから作るのではなく、先代たちが築き上げた「酒質の良さ」や「設備」という土台が
あるからこそ、そこに「少しの手を加える（香りを足す、ジンを作る）」だけで新しい価値が生まれる（若潮酒造）

用途の再構築
既存技術を別用途へ展開し、新たな市場を模索する動きが確認された。中小企業は既存設備を活用しながら機動的に検証を行うことで、 
大きな追加投資を伴わずに新たな収益機会を創出し得る可能性があることが示唆される。
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意味の再構築 
BRANDING

機能から物語へ 
製品や技術そのものは変えず、顧客にとっての意味
や定義を「体験・物語・憧れ」へと書き換えること
で価値を生み直す。大量生産や価格競争では不利な
「古さ」「非効率」「地域性」を、文化資本として
再解釈し、共感や参加を伴う消費へと転換する点に
特徴がある。

適用しやすい業界・領域 
伝統産業や生活文化に関わるBtoC市場など、「情緒
や世界観」で選ばれる余地のある領域

再構築の源泉となる資本 
属人的な職人技術 / 歴史 / 地域の中での役割

伸ばすだけでなく、続ける方法を考える
ニッチトップとしての地位を確立：地方発・高価格帯・ライフスタイル提案などのユニークな立ち位置を確立し、
「安くて便利」な大手との競争を回避。 客単価が上がってもファンが離れない独自の存在に（石見銀山群言堂）
地域還元が長期的なブランド力に：創業から地域に支えられてきた歴史を踏まえ、 経済合理性だけでは測れない 
「地域の灯を消さない （料亭再生など）」と いう判断を実行。 この姿勢が企業の信頼性という無形資産に（荒井建
設）

伝統に現代的な解釈を与える
コアの価値以外は大胆に変える：「伝統技術を守る」ことを目的に据えつつ、そのために「変化すること（奥ゆかし
さを捨てる）」を許容する柔軟な在り方を確立（能作）

強固な土台があるからこそ生きる新しさを模索：強固な土台 （基礎技術）があるからこそ、その上に 「革新 （新し
い食感やコンセプト）」を乗せることができる。 奇をてらうだけではない、 本質的な価値を提供（相模屋食料）

先端事例に触れ自社の強みを客観的に捉える
自社の存在意義の再定義：「伝統技術を守る」ことを目的に据え、「変化すること」を許容する柔軟な在り方を確立
（能作）
 

意思決定者は次世代の布石に専念：「社長が現場で忙しい会社に未来はない」と断じ、トップは未来への布石に専念
する在り方を徹底。新しい概念が社会に理解されるまでのタイムラグを、論理と信念で耐え抜く「先行者としての覚
悟」を持つ（ナカダイ）

社会や地域における役割を意識する
目の前の切実な課題のために動く：地域学校が統廃合される現実を目の当たりにし、地域を持続可能にするために、
他社との合併や大規模化が必要であるとし、新会社設立に動く（赤坂水産）
地域社会の公器としての意識を持つ：「会社は誰のものでもない」とし、親族承継にこだわらず、 M&Aや従業員へ
の売却も辞さない構え。 私利私欲ではなく「地域や業界が残るか」を判断基準に（丸山木材）

意味の再構築
機能に加えて意味や文脈を再定義し、独自の物語を付与することで共感を獲得する取り組みが見られた。職人技術や歴史、地域との関係性の 
蓄積を背景に、スペック競争を超えた情緒的価値へと転換し得る可能性が示唆される。
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組織の再構築 
ORGANIZAITION

仲間を再定義する 
ピラミッド型の固定的な「会社」という枠組みを、
「目的（パーパス）を達成するための流動的なチー
ム」へと捉え直す。社内リソースだけで完結させ
ず、外部の専門家、副業人材も「メンバー」として
巻き込む。指揮命令による統制から、価値観への共
鳴による自律的な駆動へと転換し、変化の激しい時
代に適応する機動力と創造性を生み出す。

適用しやすい業界・領域 
技術などで絶対的な差別化が難しい領域・業界

再構築の源泉となる資本 
社員との関係 / 組織戦略 / 業務プロセス・データ

優秀なプロ人材を組織に取り込む
組織のプロを右腕に：組織開発のプロ（現社長・池田氏）を右腕として招き入れ、自社にない専門性を補完。オーナ
ー社長のワンマンではなく、チーム経営への移行を成功させた（小平）

即戦力を重視せずにじっくりと育成する
未経験者を積極的に採用し育成：経験者（即戦力）の採用は難しいと割り切り、未経験者や異業種からの転職者を積
極的に採用し、自社でイチから育てる戦略。他社が敬遠する層を戦力化することで、採用難の時代でも人材を確保し
ている（裕進運輸）

社員と対話を重ね組織としての意思を形成
時間をかけた対話で主体性を生む：トップダウンで即断即決するのではなく、社員が納得するまで時間をかけて対話
を重ねる「待ちの経営」。効率は悪いが、一度動き出せば強固な組織力を生む、中小企業ならではの粘り強い戦い方
（荒井建設）

突破口となる2割を見つける：全員を説得するのではなく、まずは「熱量のある2割」の社員を巻き込み、彼らをイ
ンフルエンサーとして組織全体を変えていく「オセロのような変革」を実行（加和太建設）

従業員も不自由なく幸せに生きる環境を作る
社員を第一に考える経営者としての覚悟：高給より「休日と短い拘束時間」を価値とし定時退社や9連休を導入。属
人性を排除し誰が休んでも回る助け合いの体制を構築。これにより、子育て世代の女性社員を中心に「もう辞められ
ない」と実感する、不自由なく幸せな労働環境を実現を目指している（丸山木材）

組織の再構築
属人的な技術や地域に根差した文脈が、製品・サービスの意味づけに影響を与えている様子が確認された。こうした無形資産の活用により、 
代替されにくい価値を形成し得る可能性があると考えられる。
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05.モデル企業の実践例
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06.中小企業に関する意識変革の広げ方
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中小企業ならではの“らせん経営”を世の中に定着させていくために
本レポートでは、「用途」「組織」「意味」「関係」という四つの再構築領域における戦術について、より多くの中小
企業が実践するための支援施策を提案する。

関係の 
再構築

用途の 
再構築

組織の 
再構築

意味の
再構築

ニッチ市場の開拓と先行投資の加速

社員中心のカルチャー＆制度の構築アイデンティティの再定義と持続性の追求

信頼のネットワークと外交力の強化

施策の普及・定着に向けたエコシステムの刷新
• マルチステークホルダー参加の中小企業支援会議 
• 無形資産価値の評価指標開発 
• 支援者間の連携プラットフォームの構築

• 転職市場サービスとの連携（ローカル採用、性格診断マッチング） 
• メディアと連携した中小企業の変化の兆し特集 

用途の再構築とは、自社のコア・コンピタンスを新たな
市場や用途へと接続し直す行為。成長企業は、大手が関
心を示さない微細なニーズに光を当て、業績が好調な時
期にこそ、次の成長の種をまく先行投資を行う必要があ
る。

関係の再構築とは取引先や地域社会、競合他社との境界
線を溶かし、人間同士の信頼に基づく「なくてはならな
い関係」を築くことにある。トップ外交による直接的な
繋がりの構築が、その要諦となりうる。

意味の再構築とは、自社の歴史や技術に現代的な価値を
見出し、顧客や社会にとっての「存在理由」をアップ
デートする行為。デザイン経営の根幹をなす思考であ
り、価格競争を無力化する手段となり得る。

組織の再構築は、人事制度にとどまらず、従業員の幸福
と組織の目的を一致させる「思想の形成」のプロセスを
指す。成長企業は労働力を「消費」するのではなく、プ
ロ人材の知見を血肉化し、時間をかけて人材を「育成・
定着」する道づくりが必要。
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07.2025年度3月期 討論イベントレポート 
産官政討論会 ～中小企業の独自価値を最大化し、 

持続的成長を支える次世代政策とは～
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座談会イベント 実施報告

『政産官学討論会 ～中小企業の独自価値を最大化し、持続的成長を支える次世代政策とは～』 

本プロジェクトの調査結果を踏まえ、ヒアリング企業経営者、支援機関担当者、有識者等を招き、より強く質の高い価
値を生み出す中小企業を育てていくための政策や取り組みについて議論する座談会を実施。

2026年3/23（月） 13:30-16:30 @ 官民共創HUB
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● 有識者によるコメント 
・KESIKI INC. 石川 俊祐 氏 
・一般社団法人 
　100年経営研究機構　 
　　　　　　加藤 倫之 氏

●経営者における事例共有 
・株式会社能作　 
　　　　　　　能作 千春氏 
・株式会社若潮酒造　 
　　　　　　　上村 曜介氏

座談会イベント　構成

●経営者における事例共有 
・株式会社クラモト氷業 
　　　　　　　蔵本 和彦 氏 
・株式会社能作　 
　　　　　　　能作 千春氏

● 有識者によるコメント 
・城南信用金庫　 
   　　　　　川本 恭治 氏

●経営者における事例共有 
・有限会社裕進運輸 
　　　　　　　渡部 裕之氏 
・株式会社ウエダ本社 
　　　　　　　岡村 充泰 氏

● 有識者によるコメント 
・リクルートワークス研究所 
　　　　　  　   古屋 星斗 氏　 
・KESIKI INC. 内倉 潤 氏

●経営者における事例共有 
・株式会社ウエダ本社 
　　　　　　　岡村 充泰 氏 
・三星毛糸株式会社 
　　　　　　　岩田 真吾 氏

● 有識者によるコメント 
 ・一般社団法人 
　ベンチャー型事業承継 
　　　　　　　山野 千枝 氏

●ご挨拶 
・自由民主党 福田 達夫 氏 
・中小企業庁 佐伯 徳彦 氏

●討論：  中小企業の独自価値を最大化し、  持続的成長を支える次世代政策とは？  ・同志社大学 関 智宏 氏 

中小企業の独自価値を最大化し、持続的成長を支える次世代政策とは？
SHARE Session DIALOGUE Session

意味の 
再構築

用途の 
再構築

組織の 
再構築

関係の 
再構築

政策 
作戦会議

テーマ
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中小企業の成長を阻む構造的課題とそれを克服するための価値創出モデルの必要性 

議論の中で「様々な要素が絡み合う構造的課題」が明らかになった。新たな成長モデル実現のためには企業努力を推奨
するだけではなく構造的課題を克服する価値創造モデルと支援体制の充実が重要であることが議論された。

より強く質の高い価値を生み出す企業を育てていくために

参加者から提言された 
課題意識

価値評価の課題 
何が良い会社かの定義の変化
• 売上規模や短期利益（PL）に偏った評価 
• 無形資産が可視化・評価されていない 
• 金融機関も非財務価値を評価しきれない

産業構造の課題 
価値が“発揮できない”構造

• 下請け構造による意思決定の外部依存 
• 相見積もり文化による価格競争の固定化

支援体制の課題 
価値が“育たない”構造

• 短期的な融資判断・評価スパン 
• 関係性や熱量といった要素が制度に乗らない

無形資産や社会的価値を 
評価する指標・制度の整備1

中長期視点での融資制度（複数年
評価・事業承継評価等）の導入2

再現可能性がある 
売上1~10億円規模企業の 
成長モデルの定義 
および支援の成功実績

3

地域金融を核とした 
共助的コミュニティの構築4

参加者から提言された 
中小企業支援の機会領域
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